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　石油コンビナート等災害防止法（昭和50年12月17日
法律第84号、以下「石災法」という。）では、大量の石
油や高圧ガスが取り扱われている区域を石油コンビナー
ト等特別防災区域として政令で指定し、さらに、当該区
域内で一定量の石油や高圧ガス等を取り扱う事業所に
は、特定事業所として防災施設・資機材や自衛防災組織
の設置等を義務付けています。
　平成29年４月１日現在、石油コンビナート等特別防
災区域は32道府県に83地区、特定事業所は679事業所
となっています。
　消防庁では、特定事業所で発生した事故情報について、
石災法が施行された昭和51年から集計しており、この

⑴　事故件数
　平成29年中（平成29年１月１日～同年12月31日）の
特定事業所における事故件数は252件で、前年と同じ件
数でした（図１参照）。
　また、同年中に国内で観測された地震の最大震度は５
強で４件発生していますが、地震事故はありませんでし
た。そのため、平成29年中の事故は、すべて一般事故（地
震事故以外の事故）になります。
　事故を種別ごとにみると、火災が130件（前年比10件
増）、爆発が１件（同５件減）、漏えいが115件（同６件減）、
その他が６件（同１件増）となっています（表１参照）。

平成29年中の石油コンビ
ナート等特別防災区域の
特定事業所における事故
概要

特殊災害室

はじめに1

概要2

(456)
(506)

157
145139147

115

88
74 76 79

65 59 64 63
46

63 56 53 45
61 67

93
76 74

91 82 84

121

133
150

142

236

243

207

177

231
213

248
228

253
234

250252

8

47

5

5

46

389

2

28 2

1

1 1
1

2

0

50

100

150

200

250

300

Ｓ

51

52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 Ｈ

元

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

(50)

(69)

(147)

(123)

(107)

(161)

(86)

(144)

件
数

293

(232)

(208)

地震事故（地震及び津波による事故）

一般事故（地震事故以外の事故） (229)

年

阪神・淡路大震災他
東日本大震災他

(252)

(235)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１　事故発生件数の推移

表１　種別ごとの事故発生状況

種　別 平成29年中の事故 平成28年中の事故
一般事故 地震事故 一般事故 地震事故

火　災 130
（51.6％）

130
（51.6％）

－
（－％）

120
（47.6％）

120
（48.0％）

－
（－％）

爆　発 １
（0.4％）

１
（0.4％）

－
（－％）

６
（2.4％）

６
（2.4％）

－
（－％）

漏えい 115
（45.6％）

115
（45.6％）

２
（100％）

121
（48.0％）

119
（47.6％）

２
（100％）

そ
の
他

破　損 ６
（2.4％）

６
（2.4％）

－
（－％）

  ５
（20.％）

  ５
（2.0％）

－
（－％）

上記に該
当しない

もの
－

（－％）
－

（－％）
－

（－％）
－

（－％）
－

（－％）
－

（－％）

合　計 252 252 0 252 250 ２

たび平成29年中の概要を取りまとめました。
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⑷　施設区分別の事故発生状況
　施設区分別の事故発生状況は、危険物施設に係る事故
が115件、高圧ガスと危険物が混在する施設（以下「高
危混在施設」という。）に係る事故が26件、高圧ガス施
設に係る事故が８件、その他の施設に係る事故が103件
となっています（表４参照）。

⑶　特定事業所の業態別の事故発生状況
　業態別の事故の発生件数は、化学工業関係及び石油製
品・石炭製品製造業関係が71件（28.2％）で最も多く、
次いで鉄鋼業関係が64件（25.3％）となっています。

⑵　特定事業所の種別ごとの事故発生状況
　特定事業所は、石油や高圧ガス等を取り扱う量に応じ
て、第一種事業所、第二種事業所に区分されます。第一
種事業所のうち、石油と高圧ガスの両方を取り扱う事業
所をレイアウト事業所と呼んでいます。
　特定事業所の種別ごとの事故発生状況は、第一種事業

表２　特定事業所種別ごとの事故発生状況

事業所種別 特定事業所数
（Ａ）

事故件数
（Ｂ）

事故の総件数に
対する割合

（％）

一事業所あたりの
事故発生件数

（B/A）

第一種事業所 353 203 80.6 0.58

レイアウト事業所 168 185 73.5 1.10

上記以外の事業所 185 18 7.1 0.10

第二種事業所 326 49 19.4 0.15

合　　　計 679 252 100.0 0.37

表４　施設区分別の事故発生状況
施   設

事   故
危険物
施　設

高危混在
施　　設

高圧ガス
施　　設

その他の
施　　設 合　　計

火   災 44 8 1 77 130

爆   発 － － － 1 1

漏えい 67 17 6 25 115

その他 4 1 1 － 6

合   計 115 26 8 103 252

業      態

内      容 件     数 業態別事故発生件数

火災 爆発 漏えい その他 小計
事故の総件数
に対する割合

（％）
業態別

事業所数
一事業所

あたりの事故発生件数

食料品製造業関係 1 － － － 1 0.4 11 0.09

パルプ・紙・紙加工品製造業関係 1 － 1 － 2 0.8 3 0.67

化学工業関係 27 － 41 3 71 28.2 224 0.32

石油製品・石炭製品製造業関係 19 1 49 2 71 28.2 48 1.48

窯業・土石製品製造業関係 2 － － － 2 0.8 10 0.20

鉄鋼業関係 62 － 2 － 64 25.3 31 2.06

非鉄金属製造業関係 3 － － － 3 1.2 6 0.50

機械器具製造業関係 5 － － － 5 2.0 11 0.45

電気業関係 5 － 11 － 16 6.3 60 0.27

ガス業関係 1 － 3 1 5 2.0 25 0.20

倉庫業関係 2 － 6 － 8 3.2 226 0.04

廃棄物処理業関係 1 － 2 － 3 1.2 9 0.33

その他 1 － － － 1 0.4 15 0.07

合　　　計 130 1 115 6 252 100.0 679 0.37

表３　業態別の事故発生状況

　また、一事業所あたりの事故発生件数は、特定事業所
全体が0.37件であり、業態別では、鉄鋼業関係が2.06
件で最も多く、次いで石油製品・石炭製品製造業関係が
1.48件となっています（表３参照）。

所における事故が203件（80.6％）、そのうちレイアウ
ト事業所に係る事故185件（73.5％）、レイアウト事業
所以外の事業所に係る事故18件（7.1％）となっていま
す。また、第二種事業所における事故は49件（19.4％）
となっています（表２参照）。
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⑸　主原因別の事故発生状況
　主原因別の事故発生状況は、人的要因によるものが
101件（40.1％）、物的要因によるものが139件（55.1％）
となっています。
　また、発生原因別に詳しく見ると、最も多いものから

表５　主原因別の事故発生状況
施設別

事故件数
事故発生原因

危険物施設 高危混在施設 高圧ガス施設 その他の施設 件　数 要因

維持管理不十分 14 1 － 25 40
人
的
要
因

誤操作 6 2 － 2 10
操作確認不十分 19 2 1 11 33
操作未実施 6 － － 2 8
監視不十分 2 － － 8 10

（小　計） 47 5 1 48 101
腐食疲労等劣化 35 9 3 15 62

物
的
要
因

設計不良 4 2 － 14 20
故障 3 1 1 9 14
施工不良 15 7 3 5 30
破損 9 2 － 2 13
交通事故 － － － － －

（小　計） 66 21 7 45 139
地震等災害 － － － 1 1

そ
の
他

放火等 － － － － －
不明・調査中 2 － － 9 11

（小　計） 2 － － 10 12
合　計 115 26 8 103 252
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図２　主原因別の事故発生状況（構成比）
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図３　過去５年の主原因別の事故件数の推移

順に、腐食疲労等劣化62件（24.5％）、維持管理不十分
40件（15.8％）、操作確認不十分33件（13.1％）となっ
ています。（表５、図２参照）。
　なお、過去５年の推移は図３のとおりで、近年同様の
傾向を示していることがわかります。
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図４　死傷者発生事故件数の推移

113

61

3840

8
18

37
2328

5
21

46
56

1519
34

151213

76

49

302430

13

43
31

52

5

39

76

515550
59

25

81

15

76

33
32

15

8

4

1 1

6

5

3
4

2

6

4

1
3

4

10

3 4

2

6

2
1

2

1

4

7

4

7

11
1

1

3

2

7

1

5

0

20

40

60

80

100

120

S

51

525354555657585960616263 H

元

2 3 4 5 6 7 8 9 1011121314151617181920212223242526272829

人
数

年

死者

負傷者
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⑹　死傷者の発生状況
　252件のうち、死傷者が発生した事故は10件（前年比
９件減）、死傷者は15名（前年比17名減）となっていま

す。なお、死者は前年同様に発生していません（図４、
図５参照）。
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問合わせ先
　消防庁特殊災害室
　TEL: 03-5253-7528

おわりに3
　近年、特定事業所数は減少しているにも関わらず、事
故件数は250件前後の高い水準で推移しています。
　事故の原因を見ると、腐食疲労等劣化62件、維持管
理不十分40件、操作確認不十分33件となっており、事
故原因の上位となっています。過去５年の状況を見ても
同様の傾向を示していることから、これらが事故の主な
要因になっていると考えられます。
　また、事故発生時の消防機関等への通報状況を見ると、
火災や石油等の漏えい、その他異常な現象の発生を発見
したとき、特定事業所は直ちに消防機関等に通報しなけ
ればなりませんが、60分以上を要した事故が34件あり
ます。
　このような状況を踏まえると、特定事業所においては、
従業員等の保安教育や腐食防止対策に主眼をおいた施
設、設備の維持管理を徹底するとともに、通報・連絡方
法の再確認等により災害応急体制を見直し、より一層防
災体勢の充実強化を図る必要があります。
　特殊災害室では、「石油コンビナート等における自衛
防災組織の技能コンテスト」の実施や「自衛防災組織等
の防災要員のための標準的教育テキスト」の作成等によ
り、防災対策の充実強化を図っておりますが、今後も、
関係行政機関、関係業界団体と連携し、特定事業所にお
ける事故防止に取り組んでまいります。
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⑺　事故発生時の通報状況
　消防機関等への通報に要した時間の状況は、10分未
満の事故が63件、10分から19分が73件、20分から29

分が50件、30分から39分が14件、40分から49分が10件、
50分から59分が８件、60分以上を要した事故が34件と
なっています（図６参照）。

　なお、事故概要の全文、消防庁の取組等は、ホームペー
ジ（http://www.fdma.go.jp/）報道発表に掲載しており
ますのでご参照ください。

（参　考）
　・「石油コンビナート等特別防災区域の特定事業所に

おける事故概要 （平成29年中）」の公表（平成30年
５月29日）

　　http://www.fdma.go.jp/neuter/houdou_01/
houdou30nen.html

　・「自衛防災組織等の教育・研修のあり方調査検討会
報告書 （平成30年3月）」 

　・「自衛防災組織等の防災要員のための標準的な教育
テキスト （平成30年３月）」 

　　http://www.fdma.go.jp/neuter/about/shingi_
kento/h29/jieibousai_kyouiku/index.html 

　・「石油コンビナート等における自衛防災組織の技能
コンテスト」の実施

　　ht tp : / /www. fdma .go . j p /neu t e r / t op i c s /
fieldList4_18.html
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